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今後 5 年程度を見据えた子ども施策の基本的な方針と重要事項等 

～こども大綱の策定に向けて～（中間整理）【抜粋】 

 

第１ はじめに 

 

１ こども基本法の施行、こども大綱の策定 

 

令和５年４月１日、こども基本法が施行された。こども基本法は、日本国憲法、児童の権利に関す

る条約（以下「こどもの権利条約」という。）の精神にのっとり、次代の社会を担う全てのこどもが、生涯

にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成⾧することができ、心身の状況、

置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることがで

きる社会の実現を目指して、社会全体としてこども施策に取り組むことができるよう、こども施策に関し、基

本理念を定め、国の責務等を明らかにし、こども施策の基本となる事項を定めるとともに、こども政策推

進会議を設置すること等により、こども施策を総合的に推進することを目的としている（第１条）。 

こども基本法において「こども」とは「心身の発達の過程にある者をいう。」とされている。これは、18歳や 

20 歳といった年齢で必要なサポートが途切れないよう、こどもや若者がそれぞれの状況に応じて社会で

幸せに暮らしていけるように支えていくことを示したものであり、こどもが、若者となり、おとなとして円滑な社

会生活を送ることができるようになるまでの成⾧の過程にある者を指している。 

そして、こども基本法第３条において、こども施策の基本理念として、次の６点が掲げられている。 

① 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障されるとともに、差別的取

扱いを受けることがないようにすること。 

② 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障されること、愛され保護されるこ

と、その健やかな成⾧及び発達並びにその自立が図られることその他の福祉に係る権利が等しく

保障されるとともに、教育基本法の精神にのっとり教育を受ける機会が等しく与えられること。 

③ 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全ての事項に

関して意見を表明する機会及び多様な社会的活動に参画する機会が確保されること。 

④ 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利

益が優先して考慮されること。 

⑤ こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第一義的責任を有

するとの認識の下、これらの者に対してこどもの養育に関し十分な支援を行うとともに、家庭での

養育が困難なこどもにはできる限り家庭と同様の養育環境を確保することにより、こどもが心身と

もに健やかに育成されるようにすること。 

⑥ 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を整備すること。 
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国は、これらの基本理念にのっとり、こども施策を総合的に策定・実施する責務があり（第４条）、政

府は、こども施策を総合的に推進するため、こども施策に関する大綱（以下「こども大綱」という。）を定

めなければならないとされている（第９条第１項）。 

 

こども大綱について、こども基本法では、以下のとおり、規定されている。 

・ こども大綱は、こども施策に関する基本的な方針、こども施策に関する重要事項、こども施策を推

進するために必要な事項について定めるものとする。（第９条第２項） 

・ こども大綱は、少子化社会対策基本法第７条第１項に規定する総合的かつ⾧期的な少子化に

対処するための施策、子ども・若者育成支援推進法第８条第２項各号に掲げる事項及び子ども

の貧困対策の推進に関する法律第８条第２項各号に掲げる事項を含むものでなければならな

い。（第９条第３項） 

・ こども大綱に定めるこども施策については、原則として、当該こども施策の具体的な目標及びその達

成期間を定めるものとする。（第９条第４項） 

・ 都道府県はこども大綱を勘案して都道府県こども計画を定めるよう、また、市町村はこども大綱及び都

道府県こども計画を勘案して市町村こども計画を定めるよう、努めるものとする。（第10条） 

・ 政府は、こども大綱の定めるところにより、こども施策の幅広い展開その他のこども施策の一層の充

実を図るとともに、その実施に必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めなければならな

い。（第16条） 

・ こども政策推進会議が、こども大綱の案を作成する。同会議は、こども大綱の案を作成するに当た

り、こども及びこどもを養育する者、学識経験者、地域においてこどもに関する支援を行う民間団体

その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。（第17条第２項第

１号及び同条第３項） 

 

これらを踏まえ、令和５年４月18日に開催されたこども政策推進会議において、こども大綱の案の作

成の進め方について、こどもや若者、子育て当事者等の意見に耳を傾けながら、こどもの健やかな成⾧へ

の支援、困難な状況にあるこども・若者への支援、子育て支援、こども・若者を支援する担い手の育成

等に係る幅広い分野の様々な英知を結集して議論を進める必要があることから、こども家庭審議会に対

し、内閣総理大臣から、今後５年程度を見据えたこども施策の基本的な方針や重要事項等について

諮問し、こども家庭審議会において、こどもや若者、子育て当事者の視点に立って、具体的な議論を進

めることが決定された。 

そして、同月21日に、内閣総理大臣からこども家庭審議会に対し、こども家庭庁設置法第７条第１

項に基づき、今後５年程度を見据えたこども施策の基本的な方針及び重要事項等について、諮問がな

された。 
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こども家庭審議会においては、内閣総理大臣からの諮問を受け、これまで、審議会総会において〇

回、基本政策部会において〇回の議論を重ね、また、関連する分科会・部会でも議論を行った上で、

今般、審議会総会として、この中間整理を取りまとめた。今後、中間整理を基に、こどもや若者、子育て

当事者等の意見を聴く取組を実施した上で、答申を行うこととしている。 

 

２ これまでのこども関連３大綱を踏まえた課題認識 

 

こども大綱は、これまで別々に作成・推進されてきた、少子化社会対策基本法、子ども・若者育成支

援推進法及び子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく３つのこどもに関する大綱を一つに束ね、

こども施策に関する基本的な方針や重要事項等を一元的に定めるものである。 

令和２年５月に閣議決定された少子化社会対策大綱については、こども基本法施行前に内閣府

の検討会で取りまとめられた中間評価において、少子化の背景には、経済的な不安定さ、出会いの機

会の減少、男女の仕事と子育ての両立の難しさ、家事・子育ての負担が依然として女性に偏っている状

況、健康上の理由など、個々人の結婚や出産、子育ての希望の実現を阻む様々な要因が複雑に絡み

合っていることが指摘されている。その上で、少子化を「既婚者の問題」、「女性やこどもの問題」とするの

ではなく、我が国の経済社会の根幹を揺るがしかねない喫緊の課題であることを社会全体で認識する必

要があるとされている。一方で、少子化対策は、決して国や社会の都合で若い世代に特定の価値観を

押し付けたり、プレッシャーを与えたりするものであってはならず、「こどもまんなか」の考えの下で、これから生

まれてくるこどもや今を生きているこどもとともに結婚や子育ての当事者となる若い世代を真ん中に据えて

いくことが求められるとされている。 

令和３年４月に子ども・若者育成支援推進本部で決定された子供・若者育成支援推進大綱で

は、まず、社会全体の状況としては、こどもの自殺などの生命・安全の危機、孤独・孤立の顕在化、低い

ウェルビーイング、格差拡大への懸念、ＳＤＧｓの推進、多様性と包摂性ある社会の形成、リアルな体

験とＤＸの両面展開、成年年齢の引下げ等への円滑な対応などが指摘されている。また、こども・若者

が過ごす場ごとの状況として、世帯構造、児童虐待、家族観の変化といった家庭をめぐる課題や、生徒

指導上の課題の深刻化や教職員の多忙化・不足といった学校をめぐる課題、つながりの希薄化といった

地域社会をめぐる課題、インターネット利用の拡大といった情報通信環境をめぐる課題、ニートなどの就

業をめぐる課題が指摘されている。 

令和元年11月に閣議決定された子供の貧困対策の推進に関する大綱については、こども基本法施

行前に内閣府の有識者会議で取りまとめられた報告書において、現場には今なお支援を必要とするこど

もや家族が多く存在し、その状況は依然として厳しいこと、特に、教育と福祉の連携促進やこども施策と

若者施策の融合等、貧困の状態にあるこどもや家庭に支援を届ける上での民間団体を含む幅広い主

体間の連携体制について改善を求める声が多く更なる施策の充実が必要であるとされている。また、教

育分野を中心に多くの指標が改善傾向にあるが更なる改善が求められるとされている。 
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３ こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」 

～全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる社会～ 

 

 「こどもまんなか社会」とは、全てのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法及びこどもの権利条約

の精神にのっとり、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成⾧するこ

とができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的・精

神的・社会的（バイオサイコソーシャル）に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送

ることができる社会である。 

 

具体的には、全てのこどもや若者が、保護者や社会に支えられ、生活に必要な知恵を身に付けながら 

• 心身ともに健やかに成⾧できる。 

• 個性や多様性が尊重され、尊厳が重んぜられ、自分らしく、ひとりひとりが思う幸福な生活ができる。 

• 様々な遊びや学び、体験等を通じ、生き抜く力を得ることができる。 

• 夢や希望をかなえるために、希望と意欲に応じて、のびのびとチャレンジでき、未来を切り拓くことが

できる。 

• 固定観念や価値観を押し付けられず、自由で多様な選択ができ、自分の可能性を拡げることが

できる。 

• 自らの意見を持つための様々な支援を受けることができ、その意見を表明し、社会に参画できる。 

• 不安や悩みを抱えたり、困ったりしても、周囲のおとなや社会にサポートされ、問題を解消したり、

乗り越えたりすることができる。 

• 虐待、いじめ、暴力、経済的搾取、性犯罪・性暴力、災害・事故などから守られ、困難な状況

に陥った場合には助けられ、差別されたり、孤立したり、貧困に陥ったりすることなく、安全に安心

して暮らすことができる。 

• 働くこと、また、誰かと家族になること、親になることに、夢や希望を持つことができる。 

社会である。 

 

そして、20 代、30 代を中心とする若い世代が、 

• 円滑に社会生活を送ることができ、経済的基盤が確保され、将来に見通しを持つことができる。 

• 希望するキャリアをあきらめることなく、仕事と生活を調和させながら、希望と意欲に応じて社会で

活躍することができる。 

• それぞれの希望に応じ、家族を持ち、こどもを産み育てることや、不安なく、こどもとの生活を始め

ることができる。 

• 社会全体から支えられ、自己肯定感を持ちながら幸せな状態で、こどもと向き合うことができ、子育

てに伴う喜びを実感することができる。そうした環境の下で、こどもが幸せな状態で育つことができる。 

社会である。 
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こうした「こどもまんなか社会」の実現は、こども・若者が、尊厳を重んぜられ、自分らしく自らの希望に応

じてその意欲と能力を活かすことができるようになることや、こどもを産みたい、育てたいと考える個人の希

望がかなうことにつながり、こどもや若者、子育て当事者の幸福追求において非常に重要である。また、そ

の結果として、少子化・人口減少の流れを大きく変えるとともに、未来を担う人材を社会全体で育み、社

会経済の幸福と持続可能性を高めることにつながる。すなわち、こどもや若者、子育て当事者はもちろ

ん、全ての世代にとって、社会的価値が創造され、その幸福が高まることにつながる。 

 

こども大綱の使命は、常にこどもや若者の最善の利益を第一に考え、こども・若者・子育て支援に関す

る取組・政策を我が国社会の真ん中に据え、こどもや若者を権利の主体として認識し、こどもや若者の視

点で、こどもや若者を取り巻くあらゆる環境を視野に入れ、こどもや若者の権利を保障し、誰一人取り残

さず、健やかな成⾧を社会全体で後押しすることにより、「こどもまんなか社会」を実現していくことである。 

: 
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